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平成２５年４月２４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２５年（行コ）第１０号不当労働行為救済命令取消請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２３年（行ウ）第７０３号）  

口頭弁論終結日・平成２５年３月１８日 

判 決 

控 訴 人     東京都 

被 控 訴 人   国 

処分行政庁     中央労働委員会 

被控訴人補助参加人 東京公務公共一般労働組合 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 中央労働委員会が，中労委平成２２年（不再）第３８号事件について，

平成２３年１０月５日付けでした命令を取り消す。 

第２ 事案の概要等（略語は，新たに定義するものを除き，原判決の例による。

以下，本判決において同じ。） 

１ 東京都の専務的非常勤職員（専務的非常勤職員）等で組織された労働組

合である被控訴人補助参加人（補助参加人）は，控訴人が平成１９年１２

月６日，東京都専務的非常勤職員設置要綱（要綱）を一部改正し，専務的

非常勤職員の雇用期間の更新回数を原則４回までとしたこと（本件要綱改

正）などについて，平成２０年２月１２日付けで控訴人に団体交渉を申し

入れ，また，補助参加人の下部組織である東京都消費生活相談員ユニオン

（分会）と共に，同年８月１２日，東京都消費生活総合センター消費生活

相談員（本件相談員）の，次年度の勤務条件を含む勤務条件などについて

団交を申し入れたが，控訴人がこれらを拒否したなどと主張し，平成２０

年３月３日，東京都労働委員会（都労委）に対し，救済命令の申立てをし

た（都労委平成２０年（不）第１３号事件）。都労委は，平成２２年４月２

０日，上記申立てに対し，控訴人の不当労働行為を認め，補助参加人が求

めている本件要綱改正及び本件相談員の次年度の勤務条件について，誠実

に団交に応ずべきことを命じた（本件初審命令）。控訴人は，本件初審命令

について，中央労働委員会（中労委）に再審査申立てをした（平成２２年

（不再）第３８号事件）が，中労委は，平成２３年１０月５日，上記再審

査申立てを棄却する命令（本件命令）を出した。 

  本件は，控訴人が，本件命令を不服としてその取消しを求めた事案であ

る。 

２ 原審は，控訴人の請求を棄却した。 

  当裁判所も，控訴人の請求は棄却すべきものと判断した。 
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３ 前提事実，争点及び争点に対する当事者の主張の要旨は，次のとおり改

め，当審における当事者の主張の要旨を後記４のとおり加えるほかは，原

判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」１～３（原判決３頁６行

目～２３頁２２行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

⑴ 原判決３頁２２行目に「非常勤職員」とあるのを「専務的非常勤職員」

に改める。 

⑵ 原判決９頁５行目に「乙２０２・５，６頁」とあるのを「乙２０２・

５～７頁」と改める。 

４ 当審における当事者の主張の要旨 

〔控訴人〕 

⑴ 争点１について 

  専務的非常勤職員の採用には，任命権者による任用行為が必要である。

したがって，専務的非常勤職員の任期について期間を１年間とする任用

が何度繰り返されたとしても，控訴人の任用行為なくして，次期の専務

的非常勤職員としての地位が保証されるものではない。この点は，労働

契約法１９条の適用のある民間法制と全く異なる点である。公法上の任

用関係は私法上の労働契約関係と同様にとらえることはできないのであ

り，非常勤職員が次年度の採用について法的期待権を有していないこと

は明らかである。 

  ＪＲ採用事件に関する最高裁判決（最高裁判所平成１５年１２月２２

日第一小法廷判決・判例時報１８４７号８頁）は，不当労働行為は使用

者と労働者の労働契約関係が成立した後の使用者の行為を規制するもの

であり，使用者の採用の自由にまで介入しているものではないとする見

解を採用したと解されている。上記最高裁判決は，労組法７条１号，３

号に関するものであるが，同一の条文中にある不当労働行為の一類型で

ある２号（団体交渉の拒否）に関しても，同様に解すべきである。民間

労働法制においては，労働者との間に，近い将来において労働契約関係

が成立する現実的かつ具体的な可能性が存する者が，労組法７条の「使

用者」に当たると解することにも相応の根拠があるが，本件における任

用は，行政行為であり，専務的非常勤職員である本件相談員と控訴人と

の関係は公法上の任用関係にあるから，そのような解釈を採る余地はな

い。 

⑵ 争点２について 

  地方公務員については，職員団体との交渉において管理運営事項は交

渉の対象とはなりえない（地方公務員法５５条３項）が，地方公営企業

等の労働関係に関する法律が適用される職員，すなわち企業職員，単純

労務職員等の労働組合との団体交渉においても，管理運営事項について

は団体交渉の対象とすることができない（地方公営企業等の労働関係に

関する法律７条ただし書）とされている。これは，行政上の管理運営事

項は，地方公共団体の当局が国民，住民の負託を受けて，もっぱらその
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責任において執行すべきもので，職員団体と交渉をしてこれを遂行する

ことになると，行政責任の原則や法治主義に基づく行政権限の分配の原

則を乱すこととなり，また，職員団体が行政に介入するという本来の使

命を逸脱した行動となるからである。このような公務員法制の趣旨は，

非常勤職員が加入する労働組合について労組法が適用される場面でも当

然に適用されるものである。そして，補助参加人が申し入れた団体交渉

の内容は，専務的非常勤職員の更新を４回までとする改正要綱を撤廃し，

組合員についてこれを超えて更新を求めるものであり，この内容は管理

運営事項そのもの，すなわち任用行為への介入そのものである。 

  労組法は，団体交渉拒否（労組法７条２号）に関し，労働委員会によ

る救済命令が確定判決により支持された場合にはその違反行為に対して

一定の刑事罰を定め（労組法２８条），救済命令に対して極めて強力な拘

束力を与えている。このような救済命令の強力な拘束力に鑑みれば，労

組法により保護される上記の団体交渉の概念をいたずらに拡張解釈し，

合意自体が不能な事項についてまで団交応諾義務を認めるべきではない。 

〔被控訴人〕 

⑴ 争点１について 

  控訴人は，本件における任用は，行政行為であり，専務的非常勤職員

である本件相談員と控訴人との関係は公法上の任用関係にあるから，控

訴人が労組法７条の「使用者」に当たると解する余地はないと主張する

が，これは，地方自治体の職員の３分の１を超えるまでに増加した地方

自治体の非正規労働者の労働基本権を全く顧みない主張であるとともに，

公務員の労働基本権を拡大し，労使交渉を中心とした労働法制に変更し

ていこうとする歴史的流れに完全に逆行するものといわなければならな

い。 

⑵ 争点２について 

  補助参加人が，組合員について４回を超えて更新を行うことを求めた

ことは否認する。補助参加人は，本件相談員が，これまで本件相談員が

５年経過した後も継続して勤務してきたことを踏まえ，それにふさわし

い更新基準や選考基準を設置し，組合員を排除しないシステムを構築す

ることを求めていたのである。専務的非常勤職員の採用にも成績主義の

原則が適用されることは争わないが，問題は，更新や５年後の再採用に

当たり，どのような基準で個々の職員を評価するかであり，この点で労

働組合が提言し，交渉を求めることは当然である。また，この基準は，

明示・周知される必要がある。補助参加人は，個々の組合員を任用する

ことについての関与ないし要求をしているのでなく，再任用基準の不利

益変更を是正すること等について団体交渉を求めているものである。 

  管理運営事項であっても，それが職員や非常勤職員の勤務条件・労働

条件やそれと密接不可分の問題である場合には，当然義務的団体交渉事

項になると解すべきである。現に，補助参加人は，東京の２３区の区長
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会と２３区の職員団体で結成されている特別区職員団体連合会との間で

は，特別区の人事制度に関する協定を締結している（乙１２３）。再任用

に関する条件の変更は専務的非常勤職員にとって重要な労働条件に当た

るものであり，本件要綱改正に関する事項が義務的団体交渉事項に当た

ることは当然である。また，更新を４回までに限るという要綱の規定は，

雇用期間の更新に関わる規定であり，労働条件の不利益変更そのもので

ある。 

  控訴人は，合意自体が不能な事項についてまで団交応諾義務を認める

べきではないと主張するが，団体交渉には，労使間の意思疎通の手段た

る側面があり，団体交渉は，労使が相手方に自分の考えや不満を伝達し，

相互理解を深めたり，何らかの対応を促したりする手段としても用いら

れる。そして，団体交渉のみでは終局的に決定できないとしても，団体

交渉の結果を労働条件の決定に反映させ得る可能性がある場合には，そ

のような対応を講ずることを目指した団体交渉は十分あり得るから，団

体交渉で終局的決定をなし得ないことが，当然に団体交渉を拒否する正

当な理由となるものではない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所の判断は，次のとおり改め，後記２以下のとおり補足するほか

は，原判決の「事実及び理由」の「第３ 当裁判所の判断」１～３（原判

決２３頁２４行目～２７頁９行目）に記載のとおりであるから，これを引

用する。 

⑴ 原判決２４頁４行目に「こととなり，結局，労組法が適用されること

となる。」とあるのを，以下のように改める。 

 「こととなる。 

  前記第２の１⑵記載のとおり，控訴人における専務的非常勤職員制度

は，非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例，要細及び要綱運用に

基づいて実施され，専務的非常勤職員の勤務日数は月１１日以上１６日

以内，勤務時間は原則１日８時間とされ，職員カードの操作又は出勤簿

への押印により出勤時刻を記録することになっている。専務的非常勤職

員には，報酬，通勤費及び出張旅費などが支給され，勤務日数や時間数

に応じて報酬が増額あるいは減額される。そして，前記第２の１⑺記載

のとおり，本件相談員の勤務日数は，月１６日であり，年度当初に本人

の希望も聞いた上で，課長が毎月の勤務日（月曜日から金曜日まで）を

決定している。本件相談員は，午前９時までにセンターに出勤して出勤

簿に押印し，各人ごとの時間割に従って，電話相談，来所対応等に従事

している。終業時刻は午後５時４５分であるが，超過勤務をすることも

ある。 

  これらの事実によれば，本件相談員のような専務的非常勤職員は，控

訴人の指揮監督の下に労務を提供し，その対価として賃金を得ていると

みることができるから，労組法上の労働者に当たると解される。」 
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⑵ 原判決２４頁１０行目の「ここにいう「使用者」とは，」から同頁１５

行目までを，「ここにいう「使用者」とは，労働契約関係ないしはそれに

隣接又は近似する関係を基盤として成立する団体労使関係上の一方当事

者で賃金を支払う者を意味し，その一方当事者と特定の労働者との間の

労働契約が法律上終了することが予定されているとしても，直ちに再び

当該労働者との間に従前と同様な労働契約関係が成立する現実的かつ具

体的な可能性が存する場合には，上記一方当事者は，当該労働者との関

係で労組法７条にいう「使用者」に該当するものと解すべきである。」と

改める。 

⑶ 原判決２４頁１９行目に「組合員」とあるのを，「本件相談員として控

訴人に任用されている組合員」に改める。 

２ 争点１について 

⑴ 不当労働行為救済制度の目的が，労働者が団体交渉その他の団体行動

のために労働組合を組織し運営することを擁護すること及び労働協約の

締結を主目的とした団体交渉を助成することにあることや，団体労使関

係が，労働契約関係ないしはそれに隣接又は近似した関係をその基盤と

して労働者の労働関係上の諸利益についての交渉を中心として展開され

ることからすれば，労組法７条にいう「使用者」は，労働契約関係ない

しはそれに隣接又は近似する関係を基盤として成立する団体労使関係上

の一方当事者で賃金を支払う者を意味し，その一方当事者と特定の労働

者との間の労働契約が法律上終了することが予定されているとしても，

直ちに再び当該労働者との間に従前と同様な労働契約関係が成立する現

実的かつ具体的な可能性が存する場合には，上記一方当事者は，当該労

働者との関係で労組法７条にいう「使用者」に該当するものと解するの

が相当である。なぜなら，このように解さないと，上記のような労働者

は，事実上継続的な雇用が行われているにもかかわらず，そのような雇

用実態にふさわしい処遇を求めて労働組合が団体交渉を行う余地がなく

なることになり，憲法２８条が労働者に団体交渉その他の団体行動をす

る権利を保障した趣旨が損なわれるからである。 

⑵ 証拠（乙５７，５８，１７０，１７１，１９５）によれば，本件相談

員が専務的非常勤職員になったのは平成６年４月からで，同年３月まで

は委嘱又は日々雇用されるという身分であったこと，本件相談員は，平

成２０年度現在，３４名おり，不動産や高齢者支援など９つの専門グル

ープのいずれかに所属し，消費生活相談に携わっていること，本件相談

員の勤務期間の更新については，毎年１２月頃，更新希望の有無を書面

で提出した上，翌年１月頃，課長と面談し，更新希望の有無，専門グル

ープの希望その他職務に係る意見交換等を行うこと，更新される場合は，

３月半ばに，翌年度の勤務する曜日の申出やグループ編成等が行われ，

４月１日に辞令が交付されること，辞令には，１年間の勤務期間が明記

され，勤務期間の更新を保障するものではない旨の記載があるが，これ
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まで，本件相談員が更新を希望しながら更新されなかった例はないこと，

平成１６年度から平成２０年度までの間に退職した２１名の本件相談員

の平均勤続年数は平成６年３月までの委嘱又は日々雇用の期間を含めて

７．５年であることが認められる。 

  また，証拠（乙３４，５７，５８，１９９）によれば，本件相談員は

継続勤務を重ねることによって専門性やスキルを高めてきており，本件

要綱改正の後において行われた勤務期間の更新のための面接の際に，担

当課長は「局から雇用不安を与えないように言われている。５年後に一

斉に相談員を辞めさせることは事実上できない。」と発言したこと，生文

局の人事担当であるＹ１副参事も平成２０年９月２日の意見交換の機会

に，更新５回目のときに本件相談員を全員入れ替えることは考えていな

いと発言したことが認められる。 

  これらの事実によれば，補助参加人が平成２０年２月１２日付けで控

訴人に団体交渉を申し入れた当時，控訴人と本件相談員との間では，１

年の任期が経過した後，契約が更新されて新たな労働契約関係が成立す

る現実的かつ具体的な可能性が存在していたとしいうことができるから，

控訴人は，労働契約関係ないしはそれに隣接又は近似する関係を基盤と

して成立する団体労使関係上の一方当事者として，本件相談員によって

組織される労働組合からの団体交渉申入れに応ずべき労組法７条の使用

者に該当していたものというべきである。 

⑶ 控訴人は，本件における任用は行政行為であり，専務的非常勤職員で

ある本件相談員と控訴人との関係は公法上の任用関係にあるから，控訴

人が労組法７条の「使用者」に当たると解する余地はないと主張するが，

本件相談員のような専務的非常勤職員も，控訴人の指揮監督の下に労務

を提供し，その対価として賃金を得て生活の資を得ているものである点

において一般の勤労者と異なるところはなく，控訴人は，労働契約関係

が成立する現実的かつ具体的な可能性が存する状態にあった専務的非常

勤職員の労働条件について，専務的非常勤職員を組織する労働組合との

団体交渉に応ずべき立場にあったと解されるから，控訴人の上記主張を

採用することはできない。 

３ 争点２について 

⑴ 地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は，交渉の対象とす

ることができないとの地公法５５条３項の規制は，専務的非常勤職員に

よって組織される労働組合にも及ぶと解されるが，地方公共団体の事務

の管理及び運営に関する事項であっても職員の勤務条件に関する事項で

あれば交渉の対象とすることができると解される。そして，専務的非常

勤職員は，雇用期間は１年であるが，更新が可能であり，これまで，本

件相談員が更新を希望しながら更新されなかった例はなかったことから

すれば，本件要綱改正がされた当時現に任用されている相談員が次年度

も引き続き任用される可能性は高く，また，上記のとおり，分会には，



- 7 - 

少なくとも４名以上の本件相談員が加入しているから，次年度に都の任

用する相談員の中に補助参加人の組合員が存在する可能性は極めて高か

ったということができる。このような更新の実態等からすれば，原判決

の説示するとおり，次年度の勤務条件は，現に控訴人に任用されている

本件相談員の勤務条件であるということができるし，また、専務的非常

勤職員の雇用期間の更新回数を原則４回までに制限する本件要綱の改正

も，控訴人との任用関係における本件相談員の待遇の一部に関わるもの

であるから，本件相談員の勤務条件に重要な変更をもたらすものという

ことができる。 

  したがって，専務的非常勤職員の次年度の勤務条件及び本件要綱改正

は，専務的非常勤職員の勤務条件に関するものとして，義務的団交事項

に該当すると解すべきである。 

⑵ 控訴人は，補助参加人が申し入れた団体交渉の内容は，専務的非常勤

職員の更新を４回までとする本件要綱改正を撤回し，組合員についてこ

れを超えて更新を求めるものであり，この内容は管理運営事項そのもの，

すなわち任用行為への介入そのものである，合意自体が不能な事項につ

いてまで団交応諾義務を認めるべきではない，などと主張する。 

  しかしながら，証拠（乙１０，３４，１４４，１９７）によれば，補

助参加人は，本件要綱改正によって導入された５年有期雇用制度の撤回

を要求項目の一つとして掲げてはいたものの，補助参加人においても，

職員の任用に直接介入することが管理運営事項として団体交渉の対象事

項にはならないことを認識した上で，控訴人に対し，継続的な雇用が行

われている者に対して実態にふさわしい処遇を与えるべきことを求めて

団体交渉の開催を要求し，組合員の勤務条件の改善のための成果を上げ

ることを目指していたことが認められる。そうすると，補助参加人が専

ら合意達成の不可能な管理運営事項を団体交渉の対象としようとしてい

たとは認め難いから，本件要綱改正によって導入された５年有期雇用制

度の撤回が補助参加人の要求項目として掲げられていたからといって，

直ちに控訴人は，補助参加人と誠実に交渉する義務を免れるものではな

いと解される。したがって，控訴人の上記主張を採用することはできな

い。 

第４ 結論 

  よって，控訴人の請求を棄却した原判決は相当であるから，本件控訴を棄

却することとし，主文のとおり判決する。 

  東京高等裁判所第１民事部 


